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比率 判断基準

A 70% 以上 A 25 14 15 22 10 25 1 3 56% 後期に２回以上授業改善に取り組んだ

B 60% 以上 B 8 4 13 7 5 17 2 1 28% 後期に１回、授業改善に取り組んだ

C 50% 以上 C 5 0 3 8 6 10 16% 授業改善に取り組めなかった

D 50% 未満

A 70% 以上 A 15 4 5 0 1 2 53% とてもそう思う

B 60% 以上 B 11 1 7 1 1 0 41% そう思う

C 50% 以上 C 1 0 1 0 0 1 6% あまり思わない

D 50% 未満 D 0 0 0 0 0 0 0% 思わない

A 70% 以上
A 23 14 21 3 2 72% 効果的にICT機器を選択し、

活用する学習活動を２回以上作れた

B 60% 以上
B 14 4 7 0 0 28% 効果的にICT機器を選択し、

活用する学習活動を２回以上作れなかった

C 50% 以上

D 50% 未満

A 70% 以上 A 39 73 76% 挨拶・意思の表現が増えた

B 60% 以上 B 13 23 24% 挨拶・意思の表現が増えていない

C 50% 以上

D 50% 未満

A 3個 以上 A 4 0 24% 工夫した単元の数が３つ以上

B 2個 以上 B 0 6 35% 工夫した単元の数が２つ

C 1個 以上 C 0 7 41% 工夫した単元の数が１つ

D 1個 未満 D 0 0 0% 工夫した単元の数が１つ未満

A 80% 以上 A 5 8 65%
２つ以上製造方法の工夫や新製品を
開発した班の数

B 70% 以上 B 1 6 35%
製造方法の工夫や新製品を開発した数が
２つ未満の班の数

C 60% 以上

D 60% 未満

A 80% 以上 A 68 74% 満足

B 70% 以上 B 22 24% やや満足

C 60% 以上 C 2 2% やや不満

D 60% 未満 D 0 0% 不満

具体的取組

・児童生徒の主体的・対
話的で深い学びの実現
に向けて、授業改善に
取り組む。

・児童生徒の実態や障
害特性に応じた自立活
動の充実を図る。

・授業において、児童生
徒がＩＣＴ機器を活用し
た情報活用能力や表現
力を高める。

・自分から進んで挨拶
することや自分の思い
や意思を表現する力を
高める。

・生活単元学習で学年
間の連続性や単元のつ
ながりを意識した授業を
展開する。

・作業学習で製造方法
を工夫し、新製品を開
発することにより、生徒
の主体的な作業活動を
引き出す。

・地域、保護者に満足し
て商品を購入してもらえ
るような販売会を実施す
る。

②

①

【努力指標】
児童の実態に応じて、
自ら進んで挨拶した
り、自分の思いや意思
を表現したりする。

自ら進んで挨拶した
り、自分の思いや意
思を表現したりするこ
とが増えた児童の割
合

B

A 76% ○

B

A 98% ○

生徒の接客や製品の品質には非常に満足頂いて
いる。野菜やフード販売の順番待ちの列が整理で
きてきた。今後は、まだ十分に整理できていないグ
ループについて、継続してわかりやすく混乱のな
いように案内することが課題である。またサービスカ
ウンターや休憩所の設置をし、よりお客様にご満足
いただける販売会にしていきたい。

肢体不自由教育部門中学部では後期に4つの単
元を設定し、連続性を意識した学習内容に取り組
んだ。また、教科学習と関連付けた内容も取り入れ
る工夫をした。知的障害教育部門中学部では連続
性を意識した単元の数が2つの割合が46％であっ
た。「さくらShopsをしよう」の単元では2,3年生が一
緒に学ぶことで3年生の意識が高まり、2年生は教
員が指導するよりも意欲が高まった。今後も学年間
の繋がりを意識できるよう取り組みたい。

【努力指標】（教員）
学年間の単元の連続
性やつながりを意識し
た生活単元学習を実
施している。

B

肢体不自由教育部門小学部では自ら進んで挨拶
したり、自分の思いや意思を表現したりすることが
増えた児童の割合は75％であり、中間評価の62%
を上回った。特に高学年においては元々できてい
るため、「増えた」と判断しにくかった児童もいること
から、概ね達成できたと思われる。知的障害教育
部門小学部では全体で76％の児童に変容が見ら
れた。特に高学年において中間評価では21％で
あったが最終評価では62％と大きな変容が見られ
た。日々の指導の成果が表れたと思われる。今後
も継続して表現する力を高めていきたい。

C

③

【成果指標】
各作業班で製造方法
を工夫し、新しい製品
を開発する。

各期において、二つ
以上の製造方法の工
夫や新製品を開発し
た作業班の割合

B

△

C 1.8個

65%

アンケートによる満
足度が「満足であ
る」、「やや満足で
ある」の割合

重点
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実現状況の達成度判断基準
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①

【成果指標】(教員)
単元や題材、指導方
法について見直して授
業を実践する。

②

【成果指標】
児童生徒の身体機
能、運動動作が向上
する。社会性やコミュニ
ケーションスキルが向
上する。

C

△

④

【成果指標】
消費者のニーズを的
確に把握できるお客様
満足度　アンケートを
実施する。

学部別アンケート調査結果

③

【成果指標】
児童生徒が授業の中
で効果的にＩＣＴ機器
を活用し、表現できる
よう学習活動や環境を
工夫する。

○

アンケートの結果7割の教員が目標に到達できたと
の結果を得た。これは7月以降タブレット端末や教
育用パソコンの更新、台数増があり児童生徒がICT
機器を授業内で活用する機会が増えたことが主因
と考えられる。また全体講座や朝活、教材フォルダ
の作成などよりよい活用のための諸方策も寄与し
ていると思われる。今後教員からニーズのあった周
辺機器、アプリケーションの充実、WiFi環境の整備
などについても検討しより授業内でICT機器が活用
されるようにしていきたい。

授業の中で、児童生
徒が効果的にＩＣＴ機
器を選択し、活用する
学習活動を各期に２
回以上設定した教員
の割合

判定基準

各学部における授業研究の実践によって、各教員
の主体的・対話的で深い学びの理解が深まった。
全学部で授業改善に取り組む教員の割合が増加
し、授業改善に取り組めなかった教員が減少して
いる。全体の判定はCであるものの、学部によって
はAやBの結果が見られる。中間評価と比較して、
各教員の授業改善の意識が確実に向上している
ため、継続して取り組んでいく必要がある。

担当する授業におい
て、学習内容の見直
しや指導方法の改
善・工夫など、各期に
２回以上、授業改善
に取り組んだ教員の
割合

運動動作やコミュニ
ケーションスキル等の
向上・改善が見られた
児童生徒の割合

継続してスパイダーシステムを利用している児童生
徒、自立活動部教員が抽出して指導している児童
生徒計51名について評価を行った。担任と課題を
共有するための自立活動連携シートを活用し、前
期の評価とそれをもとに後期の目標や手だての見
直しを行ったことで、更に効果的な取り組みができ
た。併せてスパイダーシステムについては、今年度
2台になったことで一人当たりの指導時間が多く取
れ、より丁寧に取り組むことができた。今後も児童
生徒の実態に応じた支援を提供できるようにしてい
きたい

△

○A

A

分析と今後の課題評価の観点

中学部では6班のうち5班が、高等部では14の班の
うち8班が2つ以上の新製品を開発した。これらの
班では冶具や製品の作り方を工夫したことで生徒
自らが取り組める場面が増えた。1つも開発できな
かった班は3つだけであり、その他の班は新製品
（新作業種）を1つは開発できている。今後も製造
方法の工夫や新製品を開発し、製品のさらなる質
の向上に取り組みたい。

学年間の連続性や単
元のつながりを意識し
て工夫した単元の数



A 70% 以上 A 7 4 18 12 14 39 2 25% よく知っている

B 60% 以上 B 30 15 21 57 35 72 0 60% おおむね知っている

C 50% 以上 C 6 1 4 20 7 13 4 14% あまり知らない

D 50% 未満 D 2 0 0 0 0 0 0 1% まったく知らない

A 70% 以上 A 8 5 11 3 3 12 81% ２回以上学習や活動を実施した

B 60% 以上 B 4 0 0 3 0 3 19% 学習や活動を実施した回数が２回未満である

C 50% 以上

D 50% 未満

A 70% 以上 A 9 10 21 12 20 47 30% 適切な行動ができた

B 60% 以上 B 36 11 22 71 24 77 60% 適切な行動ができつつある

C 50% 以上 C 6 0 0 10 14 11 10%
適切な行動に関する関心はあるが
不十分である

D 50% 未満 D 1 0 0 0 0 0 0%
適切な行動に対する関心が低く、
取り組みの方策を考え直す必要がある

A 80% 以上 A 14 4 16 24 15 34 2 28% よく知っている

B 70% 以上 B 26 12 24 47 35 75 2 58% おおむね知っている

C 60% 以上 C 5 4 3 18 6 15 2 14% あまり知らない

D 60% 未満 D 0 0 0 0 0 0 0 0% まったく知らない

A 70% 以上 A 30 17 26 33 18 41 3 3 5 3 83% 成果があった。

B 60% 以上 B 8 1 2 6 4 13 0 1 1 0 17% 成果がなかった。

C 50% 以上 C 0%

D 50% 未満 D 0%

・児童生徒の実態や特
性に応じた防災学習を
とおして、防災に関する
関心や意識を高める。

・避難訓練や防災学習
の実施をとおして、安全
に避難することや自分
の身を守ることの大切さ
を理解する。

・学校の防災教育の取
り組みを理解し、学校と
協力しながら児童生徒
の防災の意識を高め
る。

・現状の校務分掌等の
業務改善の取組を一層
進め、計画的効率的な
業務遂行に努める。

・学校全体でキャリア教
育に取り組み、人と関わ
る力や生活する力、働く
力を育成する。

児童生徒の実態が幅広く、各々具体的な避難行
動は違うものの、実態に合わせた適切な行動がで
きた・できつつあると判断された割合が90％だっ
た。避難訓練や様々な防災教育を通して、自分の
身を守ったり、安全に避難したりすることの体験が
できたと考える。今後も、不測の災害に備え体験を
重ね、安全に避難することや自分の身を守る大切
さの理解を深める必要がある。

「よく知っている」「おおむね知っている」の評価が
合わせて86％となり、中間評価の93％を下回った
が、目標は達成した。数値減少の背景として①前
期に比べ、避難訓練の回数の減少②甚大災害時
の児童生徒引き渡し訓練がなかったこと③各クラス
での防災学習の取り組みが保護者に十分に伝
わっていないなどが考えられる。
全体としては個人用災害備蓄リュック準備の定着も
見られ、保護者の意識の高まりはうかがえる。今後
も児童生徒の防災に対する心構えの育成など防災
教育を充実させ保護者の協力を得る必要がある。

校務分掌の分業化や効率化について、1つ以上取
り組み、成果があったと答えた割合が83％と前期の
77％を超え、判定基準を大きく超える結果となっ
た。前期よりも、業務効率化の意識が高まってきて
いる結果だと思われる。今後も一層教員の計画的
な業務の遂行・平準化に努めていきたい。

「よく知っている」「おおむね知っている」の割合が
併せて85％となり、中間評価の83％より上昇し、目
標は達成した。中間評価では「あまり知らない」の
評価が小学部で20～30％と高かったが、最終では
20％未満に減少し、学級通信などで小学部での
キャリア教育の取り組みの理解が保護者にも浸透
してきたことが数値の上昇の背景と推測できる。

後期は行事等が多かったこともあり、1回しか実施
できなかったグループがあったものの、学校全体と
しては、2回以上実施したグループが81％と、児童
生徒に応じた防災教育が2回以上実施された。近
年、災害が多くなっている現状を考えると、今後も
様々な内容の防災教育を行い児童生徒の防災意
識を高める必要がある。
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①

【満足度指数】（教員）
校務文章等の分業化
と効率化を推進し、計
画的・効率的な業務遂
行をする。

○

③
【満足度指標】（保護者）
学校での防災教育の
取り組みがわかる。

B

○

【成果指標】
避難訓練や防災学習
において、安全に避難
することや自分の身を
守るために適切な行動
ができる。

3
　
防
災
教
育
の
推
進

校務分掌等の業務内
容の分業化と効率化
により、教材研究等の
時間が確保できたと
答えた教員の割合

○A

A

A

A

81%

90%

86%

83%

B

○

② B

①

【成果指標】
児童生徒の実態に応
じて、本校の防災学習
のリストから学習や活
動を選択し、実施す
る。

B

本校の防災学習リスト
から、各期に２回以
上、学習や活動を実
施した学年(学習グ
ループ)の割合

避難訓練や防災学習
時に安全に避難する
ことや自分の身を守る
ために適切な行動が
できた児童生徒の割
合

⑤

学校でのキャリア教育
の取り組みを知って
いると答えた保護者
の割合
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A

B

学校での取り組みを
知っていると答えた保
護者の割合

【満足度指標】（保護
者）
学校でのキャリア教育
の取り組みや子供たち
の変容がわかる

85%


